






イエス！ホットライン商工会

　７月に入って急拡大した新型コロナウイルス第７波により、特にコロナ禍の中で回復傾向にあった飲
食業と宿泊業の２業種の経営に再び影響が出ていることが懸念されているため、商工会連合会で
は、この２業種の現状を早急に把握して、商工会の小規模事業者支援の参考にするとともに、調査
結果を国や県に報告して、コロナ対策方針検討の参考としてもらうために、下記のとおり緊急
調査を実施しました。また、マスコミ各社にも調査結果を公表したところ、多くのテレビ・新聞で
報道していただきました。

調査内容及び方法について

調査時点

調査対象

調査方法

令和４年７月２５日（月）～２７日（水）の３日間

県内４９商工会　会員事業者　【飲食業】：２２０者　【宿泊業】：５９者　計２７９者

商工会が会員事業者にヒアリングのうえウェブ回答

急拡大している第７波により、売上高や来客数などの影響について

＜具体的な内容＞

今のところ
影響は出ていないが、
今後は不安である
（41者）15％

合計279者 合計220者 合計59者

第7波による経営への影響
【全体】

第7波による経営への影響
【飲食業】

第7波による経営への影響
【宿泊業】

やや影響が出ている
（110者）39％

大きな影響が出ている
（125者）45％

やや影響が出ている
（86者）39％

大きな影響が出ている
（107者）49％

やや影響が出ている
（24者）41％

大きな影響が出ている
（18者）31％

影響は出ておらず、
今後も不安はない
（3者）1％

影響は出ておらず、
今後も不安はない
（1者）0％

今のところ
影響は出ていないが、
今後は不安である
（26者）12％

今のところ
影響は出ていないが、
今後は不安である
（15者）25％

影響は出ておらず、
今後も不安はない
（2者）3％

【飲食業】
・コロナ前に比べて現在７０％程度売上げが減少した。また、予約も無くなった。
・７月１７日の週から大幅に減少。通常の１／３程度となっており厳しい状況。
・売上げが急激に落ち込んでいる。時短協力金等もないので実質昨年の半分位しか売上げが無い。

【宿泊業】
・熊本県宿泊助成キャンペーンでの予約利用で業況が一旦持ち直したものの、第７波によって
  キャンセルが増加。持ち直した売上げも逆戻りの状況となっている。
・宿泊・宴会等のキャンセル。例年であれば、夏休みの繁忙期であるが、現状３割減。
・県民割以外の申込分についてはキャンセルが相次いでいる。

新型コロナウイルス「第７波」
感染急拡大を受けた緊急影響調査

「影響が出ている」
合計 84％

「影響が出ている」
合計 88％

「影響が出ている」
合計 72％
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＜具体的な内容＞

合計279者 合計220者 合計59者

第7波への対応方針に対する考え
【全体】

第7波への対応方針に対する考え
【飲食業】

第7波への対応方針に対する考え
【宿泊業】

【宿泊業】

急拡大している第７波への対応について、現在のところ、国や県は「行動規制をせずに
外出自粛の要請等も行わない」との方針に対する考えについて

その他
（17者）6％

その他
（15者）7％

その他
（2者）3％

【飲食業】

現在の方針を
継続すべきである
（25者）42％

現在の方針を
継続すべきである
（55者）25％

現在の方針を
継続すべきである
（80者）29％

現時点で直ちに
行動規制や外出自粛を
行うべきである
（34者）12％

現時点で直ちに
行動規制や外出自粛を
行うべきである
（32者）14％

現時点で直ちに
行動規制や外出自粛を
行うべきである
（2者）4％

これ以上拡大して医療体制に影響が
あるようになれば、何らかの規制や

要請もやむを得ない
（30者）51％

これ以上拡大して医療体制に影響が
あるようになれば、何らかの規制や

要請もやむを得ない
（118者）54％

これ以上拡大して医療体制に影響が
あるようになれば、何らかの規制や

要請もやむを得ない
（148者）53％

「行動規制なし」の現在の方針を継続すべきである
・感染者は増加しているが、ワクチン等が普及した事、重症化する人が少ない事等から、現状での規制は避
　けたいと感じる。
・行動制限しないでほしい。制限するのであれば支援金もセットで検討してほしい。
・規制しなくても、お客さん自ら自主規制しているため。
これ以上拡大して医療体制に影響があるようになれば、何らかの規制や要請もやむを得ない
・医療逼迫などにより何らかの規制や要請の施策を打つのであれば、規制・要請と事業者への補償・補助を
　セットにするのであれば大いに支持をする。
・規制をするのであれば、休業補償も併せてしなければ経営が成り立たない。
・規制は好ましくないが、医療体制に影響が出るのであれば仕方ないと思う。
現時点で直ちに行動規制や外出自粛を行うべきである
・開けていてもお客様はあまり来られないので、それなら時短要請などを実施していただき、協力金など 
　で補助していただければと思います。
・行動規制して、飲食店自粛による補償をしてほしい。コロナ数が増加しているうちはお客がこない。
・制限の有無に関わらず、客足は遠のいている。であれば、制限をかけた上で、事業者への給付金等を検討して
　欲しい。

「行動規制なし」の現在の方針を継続すべきである
・今までの方針での規制ではどのみち事業の視点から見ると打撃にしかならない。そうであるなら規制が
　ない状況で活路を見つけて現状を打破したい。
・まん延防止が出ても誰も守らない。それよりも経済を回してお金を少しでも落としていかないと潰れて
　いく店がかなり増えると思う。
・これ以上の経済活動停止は、さまざまな面で追い込まれて、倒産、廃業となる。
これ以上拡大して医療体制に影響があるようになれば、何らかの規制や要請もやむを得ない
・九州では感染が拡大している中、県民割や隣県割等を一旦停止して感染を落ち着かせてほしい。大規模な
　イベントなども見直すべきではないか。
・急に県民割などを中止にされると困るため、今のうちから徐々に要請されるのはやむを得ない。
現時点で直ちに行動規制や外出自粛を行うべきである
・ビジネス利用がほとんどであり、企業への影響が一番の打撃となるため。








